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戦略実行力

Ⅰ	 戦略策定における問題点と解決の方向性

日本企業が戦略を策定する際には問題があ
る。その中で特記すべきことは、多くの企業
が実施している 3 年先などの中期目標を定め
た議論だけでは、不確実性が高い将来に備え
ることができなくなっていることである。

市場構造が非連続的な変化をしていく中
で、連続性を前提とした中期経営計画を立て
ても、大きな構造変化には対応できない。日
本人は現状をより良くしていく「積み上げ
型」の戦略を策定しやすい。組織内での納得
感を醸成しやすいからである。こういった戦
略策定プロセスは、製品の品質を強みに輸出
していくビジネスモデルであれば効果を発揮
できた。しかしながら、たとえば携帯電話市
場で圧倒的シェアを保有していたノキアがス
マートフォンの出現であっという間にシェア
を失っていったように、市場の環境変化が早
くなり、積み上げ型の戦略策定での対応が難
しくなっている。また過去、日本メーカーが
圧倒的な強みをもっていた半導体では、品質
と性能で勝ってきた成功体験に縛られ、低コ
ストのDRAMへのシフトが遅れた。

このような状況を鑑みると、日本企業は戦
略策定プロセスの抜本的な見直しが求められ
ている。多くの企業が会社の将来的なビジョ
ンを描こうとしたり長期経営計画などを立て
ようと議論を重ねていたりするが、なかなか
うまくいってないようだ。なぜならば、多く
の企業が将来を予測し、メガトレンドを把握
しようとしているが、それらと自社の事業と
の関連性を見い出せていないからである。経
営企画部門がメガトレンドを把握しても、そ
れが自社の事業に何をもたらすのかというシ

ナリオに落とすことができない。あるいは、
いくつかのシナリオに落とし込んだとして
も、そこから自社が何をすべきかを描くこと
ができないのである。そのため、戦略策定の
前提として納得力に乏しいものとなってしま
う。結果として、将来の大きな変化に備え
て、今、何をすべきかという組織内の意識統
一が図れないまま、過去の延長線を前提に戦
略を遂行することになりがちである。

このような状況で求められるのは、メガト
レンドと自社の事業との関連性、意味合いに
ついて組織としての解釈を統一し、10年先の
ビジョンを実現するため、時間を遡る「バッ
クキャスティング型」の戦略を策定すること
である。これまで日本企業が行ってきたよう
な現状積み上げ型からの戦略策定だけでな
く、将来あるべき姿をどうしたら実現できる
か考え、「まず 3 年先、次の 3 年先、最後の
4 年先」といった形で中期経営計画を立てる
のである。将来の姿について組織としてのコ
ンセンサスを取り、そこを目指してこの数年

（たとえば 3 年など）の期間で何をすべきか
を議論し、そのギャップを埋めていくことが
求められる。

Ⅱ	 先行事例

明確なビジョンを持ち、バックキャスティ
ング型で戦略を策定している企業の例とし
て、富士フイルムホールディングスと三菱電
機を紹介する。

1	 メガトレンドから再生医療での
	 成長戦略を推進する富士フイルム

非連続な変化の中で大きく事業構造を変え
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て、再生医療での課題解決を目指しているの
である。具体的には、写真フィルムで培った
ノウハウを活用し、動物由来成分を含まない
再生医療に幅広く応用できるバイオマテリア
ルであるRCPを開発し、安定した品質と高い
純度を実現した。

こうして、各種細胞の培養、生体内への移
植、ドラッグデリバリーシステム基材など、
さまざまな用途への応用が可能になり、骨、
軟骨、皮膚、神経、血管の再生、創薬スクリ
ーニングなど、再生医療に幅広く応用が可能
となった。同社はこのように、将来大きく成
長する可能性が高い再生医療というメガトレ
ンドと自社が保有するコア技術を組み合わ
せ、長期的な視点で育成していく戦略をとっ
ている。

2	 選択と集中から中長期成長領域を
	 見据えた成長戦略を策定する
	 三菱電機

三菱電機は、 5 年間の中期経営計画を発表
している。過去には1998年に連結純損益が
1000億円を超える赤字となり、翌99年にパソ
コン事業からの撤退、2003年には半導体の
DRAMとシステムLSIの 2 事業をそれぞれエ
ルピーダメモリ（現：マイクロンメモリジャ
パン）とルネサステクノロジ（現：ルネサス
エレクトロニクス）へ切り離した経験を持
つ。さらに、08年には携帯電話事業と洗濯機
事業から撤退している。

しかし現在、事業の選択と集中の期間を経
て、メガトレンドから自社が伸ばすべき事業
領域を定め、総合電機メーカーとして勝ち組
企業になった。20年までの 5 年間の中期経営
計画を立てる際、持続可能な社会の実現と安

ていった会社として、富士フイルムホールデ
ィングスが有名である。同社は自社の強みを
常に棚卸ししている。同社の古森会長は「会
社には、技術基盤、財務基盤、ブランド力、
質の高い社員という経営資源がある」と指摘
している。まず、自社がどのような技術や資
源、強みを持っているかを整理し、それが適
応できる市場、商品には何があるか、既存市
場と新市場、既存技術と新技術で 4 象限のマ
トリックスを作り、事業を区分した。そし
て、液晶用フイルムに代表される高機能材料
事業、富士ゼロックスのドキュメント事業

（事務機事業）、医療機器に代表されるメディ
カル事業、化粧品、医薬品を手がけるライフ
サイエンス事業などの 6 分野を成長の軸に据
えた。

さらに、自社の強みとなるコア技術（バイ
オエンジニアリング、撮像技術など）の棚卸
しをしている。これらの技術を事業として重
点的に伸ばしたい領域に投入していくことで
成長戦略を常に描いている。メガトレンドと
してはアンメットメディカルニーズ（解決さ
れていない医療での社会的課題）に着目して
おり、低分子医薬からバイオ医薬、再生医療
の領域に大きく注目している。

このような成長領域に対して、バイオエン
ジニアリングの技術を活かし、写真技術で培
ったゼラチンの技術から再生医療に必要とな
るRCP（リコンビナントペプチド）という細
胞を培養する足場材の開発を行っている。こ
れは写真用ゼラチンの研究の中で、生産効率
が高く、高品質のゼラチンの製造が可能とな
った技術を応用した開発である。将来大きな
可能性を秘めている脳梗塞、脊髄損傷、糖尿
病などのアンメットメディカルニーズに対し
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ンから遡って今何をすべきか考える、バック
キャスティングが有効である。この手法で
は、10年先などの将来に実現したい顧客へ提
供する価値、事業の姿、解決したい社会的課
題をビジョンとして描き、それを実現するた
め に、「 最 初 の 3 年、 次 の 3 年、 最 後 の 4
年」といったように短期間で区切り、それぞ
れの期間ですべきことを具体的に検討してい
く。将来のビジョンを実現するために、どの
ような技術やリソースが必要になるのかを考
えるバックキャスティングアプローチと、従
来、日本企業の多くが行ってきた、現状から
ボトムアップするアプローチを併用すること
で、実行力を伴う戦略を策定できる。

その際、①ビジョンを実現するためのキー
ドライバーを明確にする、②自社の強みを徹
底的に分解する、③染み出し領域の議論によ
り、それを行う理由付けをする、④自社に足
りないリソースを明確にして、その獲得方法
を検討する、ことが必要だ（図 1 ）。

1	 ビジョンを実現するための
	 キードライバーを明確にする

自社にとってのメガトレンドの意味を組織
として十分に解釈し、実現したい事業の姿や
顧客にとっての価値をビジョンとして描き出
したら、それを実現するためのキードライバ
ーを明確にする。たとえば、重電メーカーが
エネルギーマネジメントなどサービス事業を
実現したいとすると、化学産業など電力の大
口需要家の電力使用における深い理解、省エ
ネルギーについてのノウハウ、コンサルティ
ング力、現状把握と分析のためのICT（情報
通信技術）やその分析能力などが必要にな
る。

心・安全・快適性の提供という 2 つのメガト
レンドに対する自社の事業を定めている。

たとえば、持続可能な社会の実現の面で
は、低炭素社会の実現に必要となるフルSiC
パワーモジュール適用鉄道車両用インバータ
ー装置、大容量蓄電システムなどを事業展開
している。また、安心・安全・快適性の提供
という面では、セキュリティシステム、エン
ジン制御やステアリング制御といった技術を
組み合わせた運転支援技術の進化により、安
全運転支援システム、高精度位置情報の活用
による自動運転の安全精度向上や社会インフ
ラの適切な維持管理を実現するための準天頂
衛星利活用などの事業に中長期で取り組んで
いる。

同社がこのように中長期的な成長戦略を策
定できるのは、自社のコア技術を整理し、棚
卸ししているためであろう。同社の技術的な
強みは、制御（運動、熱、流体、電力）、パ
ワーエレクトロニクス、ヒューマンマシーン
インターフェース、暗号化、通信、情報処
理、電磁気解析、センシング、デバイス、デ
ザインなどに整理されている。さらにこうい
った技術を活用して、重電システム、産業エ
レクトロニクス、情報通信システム、電子デ
バイス、家庭電器といった事業を、組織横断
的に進め、事業シナジーの創出を目指してい
る。このように、中長期での成長領域に徹底
的に投資しており、逆に新陳代謝を促し、経
営資源の再配分を推進しているのである。

Ⅲ	 バックキャスティングによる戦略策定

将来起こり得る市場環境の大きな変化に備
えた戦略を策定するには、実現したいビジョ
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守サービス」に関する分析を行う。

（1） 技術リソースに関する分析

これは、ただ単にリソースの棚卸しをする
のではなく、把握したメガトレンドが自社に
とってどのような意味を持つのかを解釈する
ために、イノベーションを起こすキードライ
バーとなる技術を分析する。そして、その技
術が自社にあるかについて議論を進めてい
く。

たとえば環境エネルギー領域で、燃料電池
に代表される今後の電池技術、水素製造技
術、輸送技術など、ドライバーとなる技術領
域に必要な要素をブレークダウンしていき、
自社が強みを持つ技術要素があるかを棚卸し
していく。また、自社が強みを持っている技
術領域を見い出したら、それをどのように強
化し、事業として仕立てていくかについての
議論を行う。このように技術リソースを棚卸
しし、メガトレンドの自社の事業機会への意
味付けを組織内に醸成していくことで、社内

次に、実現したい事業のビジネスモデルを
具体的に描き出し、必要な技術、顧客接点、
営業リソース、サービス網などを棚卸しす
る。その中で、顧客にとって革新的なカスタ
マーエクスペリエンス（顧客経験）や、圧倒
的な生産性の向上をもたらす技術領域を明確
にする。たとえばコマツは、「鉱山会社の生
産性を革新的に引き上げたい」というビジョ
ンを掲げ、キーとなる技術として、無人運転
を可能とする無線ネットワークシステム、中
央管制室の運行管理、最適配車システムを据
え、これらを獲得している。バックキャステ
ィングによる戦略策定において、最初に行わ
なくてはならないのは、このようなキードラ
イバーの明確化である。

2	 自社の強みを徹底的に分解する
ビジョンを実現するためのキードライバー

を明確にしたら、次は自社の強みを棚卸しす
る。自社の強み分析においては、「技術リソ
ース」「マーケティング・販売リソース」「保

図1　バックキャスティングによる戦略策定

10年後のビジョン

現状 バッ
クキ
ャス
ティ
ング

ビジョンを実現するための
キードライバーを明確にする

自社の強みを
徹底的に分解する

染み出し領域の議論により
理由付けをする

自社に足りないリソースの
獲得方法を検討する
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術などに分類し、その強みを客観的に評価・
分類している。生産技術を製品事業に従属し
た形で考えてしまうと、保有している技術リ
ソースを外部に放出してしまいかねない。さ
らに製品のライフサイクルと同時に生産技術
も成熟期、衰退期にあると捉えてしまう過ち
を犯す可能性もある。そのため、リソースを
製品から分離して客観的に評価することが重
要である。

さらに、製品に付随する制御技術は表に出
にくい技術である。日本の製造業では特に、
機械系製造業を中心にハードウエアの技術者
が主役になりがちである。しかし、ハードウ
エアの性能を発揮するために重要なのが制御
技術である。その技術者はハードウエア製品
の影に隠れ、本社が把握しようとしても、技
術者が個々に保有している経験と技術がなか
なか分からないということがある。

日本企業においてはIoTを活用したサービ
ス事業の強化を目指しており、制御技術者は
全社規模で必要なリソースとなっていること
が多い。なぜならば、製品とサービス、運用
などを組み合わせる事業開発や、ハードウエ
アを遠隔保守し、データ解析して、サービス
事業に付加価値を付けるためにも、制御技術
者は大変重要な役割を担うからである。つま
り、ハードウエアとサービスを結び付ける機
能を有している人材なのである。

制御技術者が保有する技術を把握するに
は、まず事業開発の観点から制御技術をいか
に伸ばしていくかを考え、次に制御の基盤と
なる技術を培っていく横串の組織を作り、製
品事業との間でローテーションをしていきな
がら技術者が保有する技術を把握していく方
法が考えられる。たとえば三菱重工業は、

の戦略策定における納得感を浸透させること
ができる。

開発スタッフについては、本社人事部門と
事業部門が常に議論を深めることが必要とな
るだろう。こうした議論の際には、過去にそ
の人材がどのようなプロジェクトに従事し、
どのような経験をしたか、何に意欲を持って
いるか、あるいはどのようなキャリアパスを
求めているのかといった情報の把握に努めな
ければならない。なぜならば、開発スタッフ
など技術分野の人材は事業部門内に埋もれて
しまうことが多く、詳しい経験や保有してい
る技術などを把握することが難しいからであ
る。従って、本社は技術分野の人材のローテ
ーションを行い、スキルの可視化を行うとと
もに、強化したい事業においてどのような人
材が求められているかを理解しておくと同時
に、どのようにしたらそのような人材を獲
得・育成できるかという見地で事業を支援す
ることが求められる。

こうした技術分野の人材のスキル把握を行
っている企業として、日立製作所が挙げられ
る。同社の人事部門にはビジネスサポート機
能があり、ともすれば事業部門内で閉じられ
がちな事業部門の技術者のスキルを、企業と
して詳細に把握するよう努めている。また、
重点的に事業開発を進めたい領域で求められ
ている人材要件を把握しておくなど、該当す
る人材を適材適所に配置できるような仕組み
を有している。

生産技術や加工技術についても、コアとな
る技術をできるだけ汎用化し、強みを理解す
る必要がある。機械メーカーA社は保有して
いる生産技術を、生産エンジニアリング技
術、生産情報システム技術、薄膜プロセス技
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業領域が展開可能かといった判断に大きくか
かわってくる。

顧客基盤については、販売実績を見れば取
引先は分かるが、さらに顧客のどの部署と接
点があるか、経営層に入り込んでいるのか、
それとも購買窓口なのか、情報システム部な
のか、人脈図のような形で関係性の深さを把
握することが大事である。特に人脈について
は販売人員個人のものとなりがちだが、常日
頃から組織のものとして共有することが顧客
基盤の強さの源泉となり得る。たとえば、顧
客の経営陣に強いコネクションを保有してい
るとか、地方政府などガバメントリレーショ
ンが強いということであれば、単にハードウ
エアを販売するのではなく、業務プロセス改
革や政府のインフラ計画に対する提言など、
新たなミッションと事業領域を生み出し得
る。

自社がどのような販売チャネルを有してい
るのかを見る必要がある。販売チャネルが保
有している顧客基盤と成長性、自社との取引
状況などから、自社が保有するポテンシャル
が高いチャネルを把握することにより、ビジ
ョンを実現するために自社が活用できる販売
チャネルを明確にすることも大事だ。

（3） 保守サービスに関する分析

保守基盤は、事業をサービス型に転換して
いく上で大変重要である。保守の強みは、

（a）人員の拠点網（保守ネットワーク）、
（b）保守が持つ監視技術などモニタリング
技術、（c）モニタリングの結果から人員を派
遣し最短で保守を実施する技術、などがあ
る。
（a）については拠点網の多さを見れば一目

2014年 1 月にICTソリューション本部を設立
した。制御技術を活かし、遠隔監視などICT
を活用したサービス事業を強化しようとして
いる。同社のICTソリューション本部は、も
ともと原子力とITS（Intelligent Transport 
Systems：高度道路交通システム）の制御技
術者を集約し、社内ITの基盤を構築する部
隊を集結して、構築されている。

このように、組織横断的に事業部を集結す
ることにより、自社の持つ制御技術者の技術
と経験を把握すると同時に、製品事業部にい
る制御技術者をローテーションすることで、
全社共通の考え方を構築するきっかけがつか
みやすくなる。

日本の製造業において、製品はネットワー
クにつながることが多くなってきた。そのた
め、制御機能がより一層重要になっている。
こうした中、制御技術者の人材リソースとし
ての重要性はますます高まり、ややもすると
事業部門に囲われる傾向にあるため、本社も
しくは他事業部門には見えていないことが多
い。従って、そういった人材リソースを可視
化する仕組みをいかに構築するかも、自社分
析の進め方として非常に重要なものとなる。

（2） マーケティング・販売リソース

 に関する分析

マーケティング・販売人員に関する分析で
は、販売人員のスキルや顧客基盤について、
深く理解することが重要である。

販売人員のスキルについては、製品のカタ
ログ販売なのか、エンジニアリングリソース
も交えた技術的なスペックインができるの
か、あるいは政府関係などガバメントリレー
ションに優れているのかなど、どのような事
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3	 染み出し領域の議論により
	 理由付けをする

市場環境の変化と自社の強みを踏まえ、把
握したメガトレンドに対して自社がどのよう
な領域で事業ができるのかを議論する。その
際、10年などの長期的な視野で据えたビジョ
ンを、バックキャスティング型で 3 年などの
短期で何をどこまで実現できるか、あるいは
現在起きている市場環境の変化から、事業と
関連性がある領域が何であるかを議論する。
日本企業は組織の力で経営を行うため、コン
センサスが得られないと強みが発揮できな
い。つまり、内部の納得感が醸成できれば、
自社の強みが活きる領域であるということに
なる。

日東電工は、新用途開発と新製品開発に取
り組む「三新活動」により、需要を50年以上
も創造し続けている。新規事業を生み出すた
めに、 1 つの技術をベースに新しい用途を開
発するか、新しい技術をベースに新しい製品

瞭然である。また、各拠点の人員の保有資
格、技術スキルなども分析することで、その
数と質や分布を把握できる。
（b）はIoTを活用し、機械にセンサーをつ

けて稼働状況を監視しながら部品の摩耗状
態、故障の予兆を察知して保全する技術であ
る。たとえば複写機メーカーではこの予兆保
全技術が進んでおり、「顧客にサービスコー
ルをさせないこと」をモットーに、センサー
で常時監視をして、消耗品切れの防止（消耗
品自動発送）、消耗部品の事前交換、エラー
情報からの故障予知による事前保守を徹底し
ている。
（c）については、人員のスキル、位置情

報、発生しているサービスコールを分析・把
握し、要件に合致したスキルを保有してい
る、最も近くにいるサービス人員を派遣（デ
ィスパッチ）するなどの仕組みも、短期間で
は構築できない強みとなる。

図2　日東電工の三新活動

三新活動による事業ドメインの拡大
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で、買収で獲得したリソースを活かすために
自社のどのようなリソースが活用できるのか
も棚卸しができていることになる。

コマツは坂根社長、野路社長、大橋社長と
3 代にわたり「ダントツ」戦略を一貫して推
進している。坂根社長時代はダントツ商品、
野路社長時代はダントツサービス、そして大
橋社長はダントツソリューションを展開して
いる。ダントツ商品とは、安全性、環境対
応、ICT、経済性（作業効率）において他社
の追従を数年は許さない特長を持つ商品とい
う意味である。ダントツサービスは、KOM-
TRAXによる車両の稼働情報データを活用
して「機械の可視化」を図り、アフターサー
ビスや部品、レンタル、中古車などのバリュ
ーチェーンにおいて、車両のライフサイクル

（運用）コストを低減するビジネスを強化し
た。さらに、最新のICTを活用し、土木や鉱
山などの現場施工データを収集・分析し、可
視化することで、顧客の現場で課題解決を図
るビジネスモデルをダントツソリューション
とし、ダンプトラックの無人運転を実現して
いる。

同社が世界で初めて実用化した無人ダンプ
トラック運行システム（AHS）は、リオ・テ
ィントが保有するオーストラリア・ピルバラ
地区のウエストアンジェラス鉄鉱山において
2008年より稼働し、特に鉱山の安全性、生産
性の向上に貢献している。11年には、リオ・
ティントにさらに150台の無人ダンプトラッ
クを導入している。これは、コマツがリオ・
ティントという優良顧客と太いパイプを築
き、リオ・ティントが実現しようとしていた

「マイン・オブ・ザ・フューチャー」（「未来
の鉱山」）構想を共有する事業パートナーに

を開発することで、新しい事業を生み出そう
としている（図 2 ）。

同社は1980年代から90年代前半まで、半導
体業界において工業用水を浄化する逆浸透膜
を供給し、確固たる地位を築いていた。しか
し、日本の半導体業界が90年代後半から急速
に後退すると、メンテナンス技術へと事業の
軸を変えた。さらに、水がこれから希少価値
の高い資源になるというメガトレンドに着目
し、半導体に使われていた逆浸透膜を海水淡
水化という新しい用途に応用した。さらにそ
れをメンテナンス技術と併せて提供すること
で、ビジネスモデルを昇華させていった。日
東電工の強さは、実際の事業活動に落とし込
んでやり抜いていることはもちろんのことと
して、足元の変化から染み出し領域（自社の
コア技術など強みを持つ領域の周辺領域）を
作るために、水資源が今後希少価値化してい
くというメガトレンドから海水淡水化に着目
するとともに、技術の染み出し領域のメンテ
ナンスを組み合わせたことだ。

4	 自社に足りないリソースの
	 獲得方法を検討する

1 節から 3 節のことを実行すると、染み出
し領域だけでは足りない部分が明確になって
くる。そこで、自社に何が足りないかを議論
する。なぜならば、足りないリソースについ
て安易に買収を検討すると、それを使い切る
ことができず、失敗に終わるケースが多いか
らである。そのため、自社の強みをしっかり
と分析し、自社が染み出しでできる事業領域
での事業構造改革（トランスフォーメーショ
ン）をあぶり出した上で、それでも何が足り
ないのかを議論する。このようにすること



戦略実行力

73第3回　バックキャスティングによる戦略策定

グローバルに保有する200万の顧客口座、グ
ローバルの販売網・サービス網を活かし、成
長戦略を描くだけでなく足りないリソースを
買収により獲得している。そして、これらの
リソースと既存の事業領域人材との融合を行
うことで、着実にビジョンの実現に向かって
いる。

日本企業は、もともと持っているリソース
を前提にした積み上げ型の成長戦略を策定
し、事業計画を実現してきた。しかしなが
ら、非連続な環境変化が起きる現在にあって
は、メガトレンドからビジョンを描き、それ
を実現するために何が必要であるかといった
バックキャスティング型の戦略策定をするこ
とが喫緊の課題となっている。
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まで関係性を高めていたことが大きい。これ
に先立ち、1996年にモジュラーマイニングシ
ステムズを買収し、ダンプトラックの無人運
転を実現するため、必要なリソースである無
線ネットワークシステム、中央管制室の運行
管理、最適配車システムを獲得していたこと
も大きく寄与している。

さらにコマツは、2021年の創立100周年を
見据え、それ以降も持続的な成長を目指すた
め 3 カ年（16〜18年度）の中期経営計画「To-
gether We Innovate GEMBA Worldwide─
Growth Toward Our 100th Anniversary

（2021） and Beyond─」の実現に向け、鉱山
機械事業の体制を大幅に拡充する目的で、ジ
ョイ・グローバルを買収している。この買収
により、コマツがそれまで保有していた超大
型の露天掘り向け鉱山機械や坑内掘り向け鉱
山機械の製造・販売・サービスを行うリソー
スを獲得し、鉱山事業のさらなる強化、成長
戦略を実現しようとしている。

このように経営者はビジョンを示し、それ
を実現するための自社の強みを常に棚卸しし
た上で、ビジョンを実現するために不足して
いるリソースを把握し、それらの獲得方法と
活用方法をシナリオに描き出しておかなけれ
ばならない。

コニカミノルタの山名社長も、ビジョンを
実現するためにビジョンを内外に提示すると
ともに、自社の強みを徹底的に棚卸ししてい
る経営者といえるだろう。山名氏は常に、ビ
ジョンをTRANSFORMATIONとして、自
社がどのように事業構造を変えていくのかに
ついて中長期のビジョンを描き出し、バック
キャスティングでビジョンを実現するために
必要なリソースを明確にしている。さらに、


